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要   旨 

 
2005 年は、衆参両議院において憲法調査会の報告が出されるとともに、自民党、民

主党など主要政党が憲法改正について、それぞれの考え方や試案を作成するなど、憲

法改正に向けた動きが活発化する年となった。 
我が世界平和研究所も 2005 年１月に「憲法改正試案」を発表し、憲法改正に対す

る我々の考えを世に示した。 
また、読売新聞社が毎年行っている世論調査においても、憲法改正に賛成するとい

う声が約６割を占めるなど、憲法改正に対する国民の考え、理解にも大きな変化が見

られている。 
近代日本における憲法の歴史は、明治の大日本帝国憲法、所謂「明治憲法」に始ま

り、太平洋戦争終結後に大日本帝国憲法を改正するという形で成立した現在の日本国

憲法と続いているが、「明治憲法」は天皇が制定された所謂欽定憲法であり、日本国憲

法は、形式はさておき、その実態は、米国の手による「押し付け憲法」であると言わ

れている。いずれも、国民が憲法制定やその改正の議論に実質的に関わることはなか

った。 
今回の憲法改正議論において初めて国民が自らの考えと自らの手により、憲法改正

を行うということになる。まさに主権者たる国民により制定（改正）されるという意

味において非常に重要かつ重大な意味を持つ。 
しかし、一方で我々国民はこのような憲法改正という重要な使命を負うことができ

るほど憲法およびその基本原理について学んできたであろうか。憲法改正という重要

な課題に対して、一時の時勢や流行、政治家やメディア、学者の議論に振り回され、

その意義について自らに問うということを忘れてはいないだろうか。憲法改正の議論

を契機として、我々国民は統治客体から統治主体としての地位を確保し、真に主権者

となるということをいま一度考えなければならない。 
今回の憲法改正がまさに国民による「国民憲法」であるためには、我々国民はその

任に預かるだけの学習をする必要がある。しかし、戦後の我が国の学校教育において

は、このような視点から憲法に関する教育が十分に行われてきたとは言い難い。 
本稿では、このような視点から我が国における憲法教育の再構築について考えるこ

ととする。また、その過程で米国における憲法教育について触れ、我が国への示唆を

考えるものとしたい。 
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１．はじめに 
 
 
（１）活発化する憲法改正議論 

 
 最近、憲法改正に関する議論が政界、学界、言論界を中心に活発化している。

特に 2005 年は衆参両議院で各々の憲法調査会の報告がなされるとともに、自民

党、民主党など主要政党がそれぞれの立場から憲法改正に関する考えや試案を

発表するなど,その動きが盛んであった。1 
主権者である国民としても、このような活発化する憲法改正議論の中で、国

家の基本法である憲法に関心を持ち、主権者として主体的にこの問題に取り組

むことが肝要であると考えるが、その一方で国民の政治離れという現実が進み、

この憲法改正議論についても影を落としているように思われる。 
そこで、現在行われている憲法改正議論を我々国民はどのように認識してい

るのかという問題意識を前提としつつ、主に日本国憲法が成立してから今日ま

で、我々国民は主権者として憲法についてどのように、そしてどの程度知識を

深め、真に主権者たらんとしてきたかについて、米国における憲法教育（主権

者教育）を踏まえ考察することとしたい。  
今後憲法改正に向けた議論が具体化し、まさに「憲法改正案」を我々国民が

審議し判断をすることとなった時、我々国民は主権者として、憲法改正問題の

重要性を認識し、その内容を正しく理解したうえで適切な判断を下すことがで

きるであろうか。 
本稿の今日的意義は、我々国民が、憲法改正に向けた議論が活発化する中で、

改正を含めた憲法問題に対し、主権者としてどのような対応をすべきかという

問題であり、合わせて将来の国民たる子供たちに対する今後の憲法教育（主権

者教育）をどのように行うべきかという問題を考察することである。 
 
 
（２）憲法問題に関する国民の感覚 

 
まず、今日の憲法改正について、国民一般はどのように考えているかについ

て考察する。何故なら、憲法及び憲法が謳う理念や基本原理について学ぶ所謂

「Civic Education（憲法教育）」に対する従来の我々の態度は、憲法そのものに 
 
                                            
1 憲法調査会ホームページ参照 
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対する我々国民の意識を反映している部分が多いと思われるからである。 
 
憲法問題に対する一般的な国民の感覚は、主に 

① 憲法議論は国民生活とは関係のない議論（神学論争と見る風潮） 
② 憲法議論は、政治家や一部の学者などの専門家の議論であり、一般

国民には理解できないものとの感覚  
③ 憲法は解釈によって如何ようにでもなるという感覚、 
ではないだろうか。 
 

戦後、米国による「押し付け憲法」と言われながらも、その憲法の下で、民

主、自由、平和を謳歌し、経済発展に注力した結果、長らく平和で豊かな生活

を享受している今日の日本の状況に鑑みれば、国家の基本法たる憲法と国民生

活との間に何時しか距離が生じ、憲法及び憲法問題が国民生活の埒外に置かれ、

このような感覚が生じることも無理のないことと思われる。 
 
 
 （３）統治主体としての憲法改正問題の再認識 
 
しかし、このような憲法に対する麻痺感覚とも言える状況が継続すれば、憲

法なんてあってもなくても同じという感覚を醸成され、その結果、憲法はおろ

か、その基本原理である立憲自由主義的民主主義そのものが危ういものとなっ

てしまう。憲法解釈の変更により、実質的に憲法改正を行うという所謂解釈改

憲や法律の制定により憲法で保障された権利や基本原理を変更するといった政

府の行為が許されることとなってしまう。 
憲法改正議論が活発化している今、これを好機と捉え、我々国民が憲法を再

度見つめ直し、憲法に対する認識を再構築すべく、その意識を変えていかなけ

ればならない。 
また明治期以降、近代日本において、国民が自ら憲法を制定したという経験

はない。明治憲法は所謂欽定憲法として、明治天皇が定めたものである。日本

国憲法も敗戦後の混乱期において、ＧＨＱの強い指導の下、形式的には国民が

主権者として憲法を制定した形を取ってはいるものの、その実態は、米国によ

る「押し付け憲法」、あるいは「与えられた憲法」であり、国民が主権者として

憲法制定の議論に参加する余地はなかった。 
このような意味において、今後現憲法を改正する場合、我々国民が、初めて

主権者として憲法改正論議に参加し、文字通り主権者たる国民がその権限に基

づき憲法を改正（制定）することになるのである。 
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国民は主権者として、このような重要な権限を有する訳であることから、憲

法改正問題がより現実的な課題となった今、現在の国民及び将来の国民ともに

憲法に対する知識、認識を深め、憲法改正に向けた準備をしておく必要がある

のではなかろうか。 
 
 
２．憲法改正に対する国民意識 

 
 
（１）憲法改正に関する世論調査の結果 
 
読売新聞社が毎年行っている世論調査によれば、近年憲法改正に賛成すると

いう意見がほぼ６割を占め、憲法改正に反対であるという意見を大きく上回っ

ている。（グラフ 1） 
ところが、同じ世論調査において、「（国会の）憲法調査会の活動に関心があ

るか。」という問いに対しては、６割以上の人が関心が無いと回答している。（グ

ラフ 2）   
憲法改正に賛成するという調査結果が多数を占める一方で、国を代表して憲

法について議論検討する憲法調査会の活動に関心を示す国民は少数である。 
勿論憲法問題については、憲法調査会以外での議論やメディアによる論調等

により十分にその内容を把握することは可能であり、憲法調査会の活動に関心

がないからと言って、直ちに憲法問題について認識不足と判断することできな

い。 
しかし、国民の政治離れと言われて久しい今日の状況において、憲法問題に

ついてだけ、このような楽観的な期待を持つことにはやはり難しいことである。

特に、憲法という国家の基本法について、その改正を含めた議論は、政治家や

一部の専門家に任せてよいという類いの問題ではない。憲法改正に賛成である

とする世論調査の結果を実質的に裏付けるように、多くの国民が憲法問題につ

いて認識し理解するよう、その対応策を早急に検討すべきである。 
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３．「Civic Education（憲法教育）」の意義 
 
 
 （１）「Civic Education（憲法教育）」とは 
 
 「Civic Education（憲法教育）」とは、文字通り「憲法及び憲法が謳う基本原

理について学習」をその内容とする。大学教育、特に法学部等で行われる法律

解釈としての憲法学習とは異なるものである。より一般的に憲法の内容及びそ

の基本原理を理解するための学習である。また、その対象者は主権者である「現

在及び将来の国民」であるが、特に将来の国民たる子供たちへの Civic 
Education（憲法教育）の充実は今後極めて重要であると考える。 
 欧米諸国は自由、平等、民主という基本理念を獲得するために、その歴史に

おいて革命的運動や活動を国民自身が経験してきているが、我々日本国民には

このような歴史的経験が存しない。これらの理念は戦後日本国憲法という形で

突然我々国民の前に現れたものである。そのため、憲法及び憲法が謳う基本原

理を我々国民のものとするためには、特に教育が重要となるわけである。 
 
 
（２）「Civic Education（憲法教育）」の位置づけ 

 
 Civic Education（憲法教育）の位置づけについて、（ⅰ）PROMOTION とし

ての位置付け （ⅱ）教育基本法における位置付け （ⅲ）政治学における位

置付けを簡単に整理する 
 
 
（ⅰ）Promotion としての｢Civic Education（憲法教育）｣ 

 
 Civic Education（憲法教育）の重要性について今更ながら述べる必要もない

と思うが、憲法に対する従来の国民の意識を反映し、憲法教育についても、従

来これをあまり意識することはなかった。どんなに精緻な憲法改正の議論を行

い、その結果を踏まえ条文案を作成しても、その意味するところを主権者であ

る国民が理解しなければ、憲法改正に関する議論は空虚なものになってしまう。 
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①マーケティングと「Civic Education（憲法教育）」 
 
マーケティングを例として、国家の基本法である憲法をひとつの製品に例え、

それを如何に国民に理解させ、受け入れてもらうかという視点から考えてみる。 
マーケティングにおいて、よく 4 つの‘Ｐ’が重要な要素として上げられる。

①PRODUCT（製品） ②PRICE（価格） ③PROMOTION（販売促進活動・

広告・宣伝） ④PLACEMENT（販売チャネル）の 4 つである。通常の商取引

においては、①の製品と②の価格が特に重要な要素となる。 
しかし、どんなに素晴らしい製品を作っても、市場がその価値を認めなけれ

ば市場には受け入れられない。市場がその価値を認めるということは、その前

提として、市場にその価値を理解し評価する能力が備わっていることを意味す

る。つまり市場に製品を評価する能力がなければ、どんなに良い製品であって

も市場には受け入れられないということである。 
このような場合には、まず市場に製品を理解し評価する能力を備えさせるこ

とが必要となる。そのための活動として、市場への啓蒙活動が先立って行われ

ることがある。このような啓蒙活動は PROMOTION に含まれる。 
憲法改正議論も同様ではなかろうか。憲法改正議論において、当然その内容

が最も重要であることは言うまでもないことである。しかし、どんなに精緻な

憲法議論を行っても、主権者たる国民の理解を得られなければ、その議論や内

容は国民に受け入れられない。従って、憲法改正議論においては、その内容の

議論とともに国民的理解活動を並行して行うことが重要である。憲法改正の内

容そのものの議論とともに、国民的理解を深める活動も重要な意味を持つので

ある。 
また、この憲法に関する議論は国家の基本法たる憲法が存在し続ける限り継

続するものであることから、現在参政権を有する国民のみの問題に留まらず、

将来の国民たる子供たちへの教育の問題でもある。 
 
②憲法調査会における対応 
 
憲法調査会もこのような国民へのＰＲ活動の重要性を認識し、対応策として、

①ホームページの開設 ②IT を利用した国民からの意見聴取 ③地方での公聴

会の積極的な開催などを実施してきた。これらの対応により、主権者である国

民は憲法議論に関する情報を容易に入手できるとともに、個人の意見表明も可

能となった。 
しかしながら、このような対応にも限界がある。所詮「憲法問題に興味を持

っている人（一部の国民）」が対象とならざるを得ず、多くの一般国民からみれ
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ば、憲法問題の議論は依然国民生活から乖離した専門家による議論との印象は

払拭されない。 
 
 
（ⅱ）教育基本法における位置付け 

 
教育基本法の前文には以下のように書かれている。 
教育基本法 前文（昭和 22 年 3 月 31 日施行） 
「われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的で文化的な国家を建設

して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理

想の実現は、根本において教育の力をまつべきものである。われらは、個

人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するとともに、

普遍的にしてしかも個性豊かな文化の創造を目指す教育を普及徹底しな

ければならない。ここに、日本国憲法の精神に則り、教育の目的を明示し

て、新しい日本の教育の基本を確立するため、この法律を制定する。」 
 

教育基本法では、憲法の理念を実現するため、教育の重要性を明記している。 
 
 
（ⅲ）政治学における位置付け2 

 
政治学者 G.ウォーラスはその著書「合意の政治」において、古典的民主

政治が絵に描いたような賢明で合理的な市民像を前提とすることに対し、

人間性論の視点から疑問を呈し、人間の本来の姿は衝動・本能・性向に 
 

よって駆り立てられるものであると主張した。   
そして、民主政治は、民主政治への参加者への多元的な教育活動によっ

て、合意の政治としてその基盤を確保することができるとし、近代民主制

の「合意の政治」としての民主政治における教育の重要性を主張した。 
 
（ⅳ）尾崎行雄氏の言葉 

 
憲政の神様と呼ばれた尾崎行雄氏の発言として、 
「良い憲法さえつくれば、国が良くなるなどという、軽率な考えを以て、

                                            
2 佐々木毅「政治学講義」第４章 
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これに御賛成になりますと、非常な間違いである。憲法で国が救われるな

らば、世界に滅亡する国はありませぬ。良い憲法を作ることは、まことに

容易なことである。しかしこれを行うことは非常に難しい。」3 
 
尾崎氏が言われるように、「これを行う」ためには、我々国民が統治主体

の地位を確立し、「由らしむるべし、知らしめるべからず」の政治から「知

らしむるべし、由らしむるべからず」の政治に変えなくてはならず、その

ためには教育の力によるところが非常に大きいわけである。 
 
「Civic Education（憲法教育）」の位置付けの考察から、広く一般の国民が主

権者として憲法に関する知識を学び、更に国民が統治主体としての地位を獲得

し、自らの判断により国家の基本法たる憲法を制定する意識を持つためには、

主権者たる国民に対する継続性を持った体系的な「憲法教育の充実」が極めて

重要である。 
しかし、現在行われている憲法改正議論においては、主権者たる国民に対す

るこのような「憲法教育の充実」の視点は全く欠如していると言わざるを得な

い。 
このような意義から、以下ではこの主権者たる国民に対する「Civic Education

（憲法教育）」について詳しく考察することとする。 
 
 
４．米国おける「Civic Education（憲法教育）」 
 
 
 そこで、まず日本国憲法の母体である米国において、「Civic Education（憲法

教育）」がどのように行われているのかについて考察する。 
 
 
 （１）米国における「Civic Education（憲法教育）」とは 
 
 米国では、一般的に主権者たる国民に対する「憲法教育」は「Civic Education」
と呼ばれている。米国における「Civic Education」は、法関連教育（Law-Related 
Education）のひとつの分野として位置付けられており、その形式はそれほど古

くなく、1960 年に UCLA で誕生したプログラムが最初と言われている。 
                                            
3 尾崎行雄「尾崎咢堂全集」 
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＊Law-Related Education とは、法律専門家でない人々を対象に法律、法形成

過程、法システム及びこれらの基礎となる原理や価値に関する知識、技能を提

供する教育。 
 
 「Civic Education」の概念は大変広く、法律の知識から法化社会への参加技

能までを含んでいる（表２参照） 
 
 

 

 
 
 
 
 
 （２）「Civic Education」の運営主体 
 
「Civic Education」の運営主体としては、予算的措置は連邦政府、教育内容

及び内容基準の策定は州政府等の教育管掌機関、実践は各学校、そして教材や

ｶﾘｷｭﾗﾑの作成は複数の NPO 団体等が分担して行っている。教材・ｶﾘｷｭﾗﾑの作成

に関わる主要な団体としては、次の 5 つが挙げられる。 
 

表２ 

法関連教育 

＜法関連教育の３本の柱＞             ＜具体的教育内容＞ 
１．法律に関する知識・理解                    ・憲法教育、人権教育         

  (知識）                               ・司法教育 

                             

                                     ・社会奉仕                 

                                     ・政治参加 

２．法律に謳われている理念・価値                             

  (公民的道徳・責務）                      ・消費者教育 

                                     ・暴力防止 （犯罪予防）        

３．法化社会への参加技能                    ・薬物治療 

  (参加･技能）                          ・その他法的リテラシー 
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①アメリカ法曹協会(American Bar Association) 
②公民教育センター(Center for Civic Education) 
③憲法上の権利財団(Constitutional Rights Foundation) 
④市民教育のための全国組織 (The National Institute for 

 Citizen Education) 
⑤ﾌｨ･ｱﾙﾌｧ･ﾃﾞﾙﾀ公共ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ(Phi Alpha Delta Public Service Center) 

 
 
（３）主要な団体の特色4 

 
① アメリカ法曹協会(American Bar Association) 
 1971 年に設立され、主に弁護士を中心に活動をしている。「法教育レポート」

の発行、教師のための機関紙の発行、ｻﾎﾟｰﾄなどを行っている。弁護士・教師・

子どもの３者が連携して法的問題を考えることを目的に、実践的な活動、犯罪

予防、及び法的ﾘﾃﾗｼｰのために活動を行っている。 
 
 
② 公民教育センター(Center for Civic Education) 
 1981 年に設立（前身の UCLA の公民教育委員会は 1964 年より活動）された

団体で、Civic Education の中心的な組織である。この団体には連邦の教育省か

らの年間およそ 1689 万ﾄﾞﾙ（2003 年度）の予算が与えられている。 
 活動の中心は、初等・中等教育向けの教材、ｶﾘｷｭﾗﾑ等の作成や教師へのｻﾎﾟｰﾄ

である。その教材「We the People」及び「Foundation of Democracy」は米国

で最も多く使用されている。（アメリカ民主主義の基礎にある法理念や法概念

を日常性の中で獲得させることを中心とした活動） 
 
 
③ 憲法上の権利財団(Constitutional Rights Foundation) 
 1962 年に設立（前身は「公民教育ｾﾝﾀｰ」と同じ）され、主に市民参加活動（奉

仕活動）を通した法社会の理解を中心に活動している。奉仕活動のプログラム

作成や実施や教材製作、種々のｻﾎﾟｰﾄを行い、また、L.A.の治安維持や青少年犯

罪防止に深くかかわる活動も実施している。（奉仕活動を通した法理解・犯罪予

防など） 
                                            
4 自由と正義 Vol.52 江口勇治「アメリカの法教育の理論と実践」 
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④ 市民教育のための全国組織(The National Institute for Citizen Education) 
 高校教育を中心とした教材、ｶﾘｷｭﾗﾑ等の作成を行っており、特に、教材「ス

トリート法」は有名である。（より実用的な法教育をｻﾎﾟｰﾄ） 
 
 
⑤ ﾌｨ･ｱﾙﾌｧ･ﾃﾞﾙﾀ公共ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ(Phi Alpha Delta Public Service Center) 
 法律関係の専門家や弁護士志望の大学生を法教育のパートナーとして採用、

派遣したり、教育用ｶﾘｷｭﾗﾑ等の提供を行っている。 
      （「自由と正義」Vol.52 日本弁護士連合会Ｐ22 より） 
 

また、近年、Civic Education は民主化の活動として、国際的な活動も行って

おり、その一環として、International Civic Education Exchange Program が

実施されている。 
 
 
 

【International Civic Education Exchange Program とは、】 
 
「Center for Civic Education」が連邦政府の下で運営しており、1995 年に開

始されたプログラムである。その内容は、CFE で開発されたカリキュラムやプ

ログラムを世界各国に提供し、民主化に資するものである。カリキュラムは子

ども用だけでなく、実際に指導に当る教師用のトレーニング・カリキュラムも

積極的に提供している。現在のところ、東欧や旧ソ連邦諸国など１３カ国に提

供実績がある。 
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５．米国における Civic Education の今日的課題 
 
 
（１）米国における今日的課題5 

 
「1996 年 ワシントンで国会議事堂等を見学していた小学生の子どもに次の質

問を行った」。 
質問：「メモリアル・デーは何の日？」である。 
そして多くの子供たちが、次のように答えた。 
答：即ち、「その日はプール開きの日」（That’s the day the pools open）。 

これは米国のテキスト「Education for Democracy」に記載されているエピソー

ドである。 
 

NAEP2001 年の調査（the National Assessment Educational Progress）に

よると、米国の高校３年生の 69％が、「NATO の意味」を知らない。中学２年

生の 29％しか、「憲法上のチェック・アンド･バランスの意味」を説明できない。

高校生の 75％は、「民主主義の理念」等の知識において、「basic or below basic」
の成績である。 
また、過去 30 年間で、25 歳以下の投票率は 15％下がった。18 歳から 25 歳

で、日常的に政治に興味を持っているのは、わずか 5％である。という調査結果

である。 
この調査が示すことは、米国においても若年層の政治離れ、投票率の低下や

地域社会への不参加といった日本と同様の問題を抱えていることである。 
 
 
 
 （２）米国の対応＝「The Civic Mission of Schools」の作成 
 
 このような状況に対して、米国では、2003 年に「The Civic Mission of 
Schools」を作成し、学校教育における Civic Education の重要性を確認すると

ともに、その対応指針を示した。 
その中では、特に「生まれながらの市民はいない」ことを再確認し、教育の

重要性を述べている。 
                                            
5「Education for Democracy」Albert Shanker Institute 
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即ち「We are not born Democrats.」  
あるいは「Individuals do not automatically become free and responsible 

citizens but must be educated for citizenship.」ということを再確認したのであ

る。国民一人ひとりが真の主権者なり、その権利と責務を担うためには、明確

な意識と目的をもって、教育という手段により、これを確立することの重要性

をこの中で謳っている。 
 
 
 （３）教材としての「We the People」6 
 
 そして、具体的には、教材「We the People」を作成し、初等教育から高校ま

での教育において、「Civic Education」を実施することとしたのである。 
 
【「We the People」の表紙】 

 
表紙は、国立公文書館に掲げられている「独立宣言」の写真。 

                                            
6「We the People」The Citizen and The Constitution  
  A Project of the Center for Civic Education, Funded by the U.S. 

Department of Education by Act of Congress  
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「We the People」は 6 つの章から成り立っており、各章毎に５から９つの 
課に分かれて構成されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

章 内　　容

1 アメリカ政治の思想的・ 立憲政治 ・1620年　　メイフラワー契約から

歴史的基盤は何か。 ・1776年　　独立宣言まで

2 起草者はどのように 連邦制度 ・1776年　　連邦規約から

憲法を作ったか。 ・1787年　　憲法起草まで

3 憲法に謳われた価値や原 権力分立 ・1789年　　第一回連邦会議から

理はアメリカの制度や習慣 ・1833年　　最高裁判決まで

をどのように形づけたか。

4 権利章典の保障はどのよ 平等権 ・1857年　　最高裁判決から

うに拡大していったか。 ・1964年　　公民権法まで

5 権利章典はどのように 自由権 ・1830年　　州による教会設立禁止

権利を保障したか。 ・1972年　　最高裁判決まで

6 アメリカ民主主義における 市民権と義務 ・1932年　　初の女性議員当選から

市民の役割は何か。 ・1982年　　男女平等修正条項まで

アメリカ憲法史表　　　　題
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●第１章及び第２章の抜粋 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）米国教材（「We the People」）の特徴 
 
 やはり米国における教育の実践においても、最大の課題は特定の思想や価

値観の注入を如何に排除するかということである。そのために、この点に十

分配慮した教材の開発が重要視されている。 
 
因みに、今見た「We the People」の特徴は、子どもに、 

① 特定の価値や思想の一方的注入をすることなしに、 
② 社会や国家の制度や仕組の基盤にある価値を認識させ、 
③ 子ども自身の自主的な思考形成を促そうとする姿勢である。 
 

また、具体的な教育手法としては、「Critical Thinking」手法を全面的に導入

し、思想や価値が絶対化、固定化されることを極力排除する方法が採られてい

る。この Critical Thinking 手法は、現場の教師の実践的指導方法であるととも

に、教科書の中に議論のたたき台となるような記載がなされており、これに従

って授業が進められるようになっている。これもやはり、実際の授業において

教師の特定の価値や思想の注入を排除しようという姿勢の現われである。 

「We the  People」の内容

章 課
1 アメリカ政治の思想的・歴史的基盤は何か

1 自然状態の生活はどのようなものか

2 政府はどのように自然権を保護するか

3 古代社会から共和政府について何を学んだか

4 現代の個人の権利についてどのように確立したか

5 アメリカの立憲主義は英国にどのような起源をもつか

6 英国における代議制はどのように始まったか

7 植民地のアメリカ人が持っていた権利や立憲政治の基本的な考えは

8 何故アメリカ植民地は英国から自由になりたかったか

9 新しい連邦はどのように権利を保護したか

2 起草者はどのようにして憲法を作ったか
10 創始者は1781年の連合規約の変更を望んだか

11 誰がﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ会議に出席したか

12 何故起草者は憲法制定のためにｳﾞｧｰｼﾞﾆｱﾌﾟﾗﾝを利用したか。

13 立法府にはどのような権限が与えられたか

14 行政府と司法府にはどのような権限が与えられたか

15 起草者は完成した憲法についてどのような対立した意見を持っていたか

16 承認についての議論で、反連邦主義者の立場はどのようであったか

17 承認についての議論で、連邦主義者の立場はどのようであったか

内　　　　　　　容
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＊「Critical Thinking」とは、 
論理的思考・分析的思考などと呼ばれ、「情報や人の意見を鵜呑みにせず、自

分で論理的に考えること」と定義されるものが一般的である。 
 ＜「Critical Thinking」の思考過程のポイント＞ 
   1.事実と意見を区別すること。  

2.根拠として「事実」が信頼できるか。 
   3.推論は妥当な論理を踏まえているか。   

4.結論は妥当性・現実性等を検討する。   
5.これらの思考過程には心理的要因が影響している可能性 

 
 
また実際の授業においては、教師が問いを発して、生徒がこれに答えるとい

う「一問一答形式」ではなく、生徒同士が話し合いによって、答えを見つけて

いくという形式が採られている。この過程では必ずしも、「ひとつの正解」を導

き出す必要はない。 
授業の進め方は先に述べた「Critical Thinking 手法」を効果的にするために、

初めに政治思想や価値の対立を検証する授業（知識習得～対立する価値の理解）

を行い、次に、自立した市民としての意見の形成過程としての授業（話し合い

～討論中心）を実践するとう方式が採られている。この二つの構成により授業

が成り立っている。7 
 
 
（５）米国 Civic Education の評価 
 
このような、米国における「Civic Education」の評価は、第一に理念として 

「憲法教育（主権者教育）」が非常に明確に意識されており、また、それを支え

る教材やｶﾘｷｭﾗﾑ（－「We the People」を中心に－）が整備されているというこ

とである。特に、思想教育に対して、一方的な思想注入を極力避けようとする

努力が随所に見られ、これを補完するように編集・構成された教材、ｶﾘｷｭﾗﾑが

多数存在する。 
一方このような「Civic Education」の活動にも拘わらず、その貢献度（効果）

を見てみると、依然として、米国における選挙の投票率は低いと言われている

（全米有権者研究委の推定では、2000 年大統領 50.7％）。 
但し、投票率の低さは、選挙制度の問題や貧困問題等さまざまな問題・課題

                                            
7 公民教育研究 Vol.8 2000 桑原敏典「公民教育改善の試み」 
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が複合的に関係している問題であり、投票率の低さのみで、「Civic Education」
の効果、貢献度を低く評価することは妥当でない。 
 また、効果が投票率に現われないからと言って、「Civic Education（主権者教

育）」を止めるという議論はない。 
また高等教育のレベルでは、より現実的な教育として「今日の政治問題」を

扱い、参加意識を高めることも必要であり、税金や年金問題に関心を持つ年齢

になれば、政治にも関心が出てくるから心配はないという意見もある。 
 
 
 
６．我が国の「Civic Education（憲法教育）」について 
 
 
 （１）憲法制定後に残された課題 
 
戦後、日本国憲法制定当時、一般の国民は自分たちの手で新憲法を制定する

時間的余裕も、また手続も認められていなかった。当時一般の国民は“憲法よ

り今日のめし”のことに奔走せざるを得ない生活状況であった。 
 このように、新憲法制定当時に主権者となるべき一般の国民は、憲法どこで

はない生活状態であり、その結果、憲法制定という議論と手続きと通して、我々

国民が憲法及びその理念を我々のものとすることができなかったわけである。 
 日本国憲法が謳う基本的理念を我々国民のものとするという課題は、まさに

憲法制定後に残される形となった。8 
そこで、我々国民は、日本国憲法成立から今日まで、この課題を克服する努

力を如何に行ってきたかが問題となるわけである。 
 
 
 （２）憲法制定直後の憲法教育 
 
先に見たように教育基本法の前文にも、「われらは、さきに、日本国憲法を確

定し、民主的で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しよ

うとする決意を示した。 
この理想の実現は、根本において教育の力をまつべきものである。われらは、 

 
                                            
8 半藤一利「日本国憲法の 200 日」 
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個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を期するとともに、普 
遍的にしてしかも個性豊かな文化の創造を目指す教育を普及徹底しなければな

らない。」と書かれている。 
 
ここでいう新憲法下での主権者たる国民への教育の目的は、 
① 議会制民主主義を担う主権者としての市民的資質を育成すること  
② 思想の注入を排し、既存の思想・制度を相対化すること  
③ 主権者としての主体的な意思形成を狙いとすることにある。 

 
特に、戦前の「公民科」教育が、国家が教育内容を固定化し、教師が生徒の

身近な事例を用いて系統的に教え、社会の機能や制度の建前とそれを維持し発

展させる上での心得が説かれた結果、戦前の国家体制は絶対化され、固定化さ

れた国定の思想が注入されることとなっていたことに対する反省と慎重な態度

が伺える。 
歴史的には、新憲法が制定された後暫くの間、文部省が作成した「新しい憲

法のはなし」や「民主主義 上・下」などにより、積極的に憲法教育、民主主

義教育が実施された。（1948 年から 1954 年まで、中学校・高校で使用された）    
その後は、これらの教育科目は「社会科目」の中に組み込まれ、現在の中学

校「公民」、高校「政治経済」に至っている。そして、その過程において、イデ

オロギーや価値観、更に現実の政治問題と結びつきやすい憲法教育は希薄化さ

れ、学校教育から排除されていっているのが現実ではなかろうか。 
 
 
（３）現在の学校教育の状況 
 
表 1 は、東京書籍「新しい公民」（中学校教科書）から章立てを抜粋したもの

である。項目としては広く問題や課題を取り上げ、網羅的に広範囲の項目に触

れており、ひとつの項目が見開きの２ページの分量である。また内容としては

用語等の説明が中心となっている。しかしながら、その一方で自衛隊の憲法上

の問題に代表されるような憲法問題についての記述はあまりなされていない。

更に、直接的な憲法議論ではないが、「日本の伝統や文化とは何か」、「社会と個

人の関係はどのように調整されるべきか」、「選挙は国民の権利であり、且つ義

務である」といった問題には全く触れられていない。 
憲法教育に取り組む場合、やはり自衛隊の問題や今日の改正問題に触れざる

を得ないが、自衛隊の合憲、違憲問題をはじめ、多くの憲法的論争はイデオロ

ギーや各人の価値観、高度に政治的な問題と直結するため、現場の学校及び教
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師にとって扱い難い問題になっている。 
その結果、現在の学校教育において憲法教育は、表面的な知識学習となりが

ちであり、将来の国民たる子供たちは憲法及び憲法の理念を「知識」として「暗

記」することと捉えがちとなる。 
 
 表 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）憲法教育に慎重である理由 

 
では、何故、現在の学校教育においては、憲法問題は、その改正議論も含め、

現場の教師にとっては扱い難い問題となっており、その結果学習は憲法を知識

として表面的に捕らえがちになるのであろうか。その理由について考えてみた

い。 
 

中学社会　「新しい公民」（東京書籍）ｐ23～92
章 章

１－１ 人権の歴史と日本国憲法の制定 １１ 政治参加と世論
人権思想の成立 政治参加
人権思想の発展 世論
日本の近代化と日本国憲法 １２ 政党と政治

２ 日本国憲法の基本原理 政党のはたらき
日本国憲法 日本の政党の働き
国民主権と民主主義 ２－１ 議会制民主主義と国会

３ 基本的人権と個人の尊重 国会の地位としくみ
基本的人権の保障 二院制
個人の尊厳と平等 国会の会議と議決
子どもの人権 ２ 国会の働き

４ ともにに生きる 国会の仕事
差別をなくすために ３ 行政と内閣
部落差別からの解放 行政と内閣
アイヌ民族への差別撤廃 内閣の組織と権限
在日韓国・朝鮮人への差別撤廃 議院内閣制

５ 自由に生きる－自由権 ４ 現代の行政
自由に生きる権利 内閣と政党政治
身体の自由 行政の肥大化
精神の自由 行政改革
経済活動の自由 ５ 法律を守る

６ 豊かに生きる－社会権 社会生活と法
社会権と生存権 司法権と裁判所
教育を受ける権利 司法権の独立
勤労の権利と労働基本権 ６ 裁判の種類と人権

７ 人権保障を確かなものに 民事裁判と刑事裁判
国民による政治のための権利 裁判と人権保障
人権と公共の福祉 裁判をめぐる問題
国民の義務 ７ 三権の抑制と均衡

８ 社会の発展と新しい人権 三権分立
環境権 三権の種類
知る権利 違憲審査権
プライバシーの権利 違憲審査権の行使
自己決定権 ３－１ 私たちと地方自治

９ 民主主義とは 地方公共団体
政治って何だろう 地方公共団体の仕事
民主主義とは 地方自治

１０ 選挙のしくみ ２ 地方分権と住民参加
普通選挙 地方分権
日本の選挙制度 地方財政
選挙の課題 住民参加

項　　目（目　　次） 項　　目（目　　次）
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（ⅰ）戦前の「公民教育」の呪縛 
 
戦前の「公民科」教育においては、国家が内容を固定化し、それを教師が

生徒に教えるという方法を通して、結果として、当時の体制が絶対化、固定

化され、軍国主義という特定の思想が注入されることとなったという経験が

ある。 
学校教育において、「公民」が強くなりすぎることにより、このような過去

の経験が蘇ることに対し、ある種の嫌悪感が存在するものと考えられる。 
 
 
（ⅱ）「思想教育排除」という理念から来る慎重な対応 
 
憲法教育は、イデオロギーや価値観、高度の政治的問題と結びつきやすい

ため、より現実的に一定の思想による教育面での影響を極力排除しようとい

う要請から、「公民教育」においても価値観の対立や思想の対立等が見られる

課題、問題については、これを避けようとする慎重な姿勢が存在するものと

考えられる。 
 
 
（ⅲ）そもそも学校教育における「憲法教育」に対する批判 

  
  そもそも、国家が憲法教育を行うことに対する批判が存在する。即ち、憲

法教育を行う場合には、その前提として「国家」というものが存在する。こ

の場合の「国家」の中には、現在の体制も含まれることから、このような現

体制という国家がまずありきという、国家を先決事項とした教育そのものに

対する批判が存在することとなる。 
 
 
（ⅳ）現実的な理由として、教師にとって憲法問題は扱い難い 
 
現場の教師の立場からは、現実的にすべて教師が憲法や法律を専門的に学

んだわけではなく、憲法にかかわる問題は高度に政治的な問題として、扱い

難い問題として捉えられている。 
更に、学習指導要領（中学公民 3.「内容の取り扱い」）には、「基本的な事

項・事柄を精選して指導内容を構成するものとし、細かな事象や高度な事項・

事柄には深入りしないこと。」と規定されており、また「政治及び宗教に関す
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る事項の取り扱いについては、教育基本法第８条及び９条の規定に基づき、

適切に行うこと。」と規定されている。 
 
 教育基本法第８条（政治教育） 

１項 良識ある公民たるに必要な政治的教養は、教育上これを尊重しなけ

ればならない。 
２項 法律の定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するた

めの政治教育その他の政治的活動をしてはならない。 
 

これらの規定により、そもそも憲法問題を扱い難い問題と捉え、これを避

けようとする教師にとっては、学習指導要領の「深入りしないこと」を理由

に、表面的な学習に止める余地を与え、また、一方で意欲的にこの問題を取

扱おうとする教師に対しては、「深入りしないこと」という規定の存在により、

意欲的な学習を自制する方向に働くことが推測される。 
  
そもそも、憲法問題は国家及び主権者たる国民には重要な問題であり、そ

れを出来るだけわかり易く教えることが教師の本来の役目であると思うが、

その役目に対し、学習指導要領そのものに「深入りしないこと」と規定する

ことに問題があるように思われる。 
 
 以上の状況から、現在「公民」という形で行われている憲法教育は、憲法及

び教育基本法の前文が期待したような「自立した主権者を育成する」という理

念に資する教育が実践的に行われているとは言い難い。 
 
 
 
７．米国における「Civic Education（憲法教育）」の我が国への示唆 
 
 
 「Civic Education（憲法教育）」は、国民国家という近代国家体制を前提とし

て、その構成員たる国民を対象に、時の国家（政府）が行うものであることか

ら、その実行においては慎重な対応や様々な指摘が提起されることとなる。国

民はどのように主権者たる統治主体となり得るか。国家はこのような教育に関

与すべきか。関与するとした場合、何に注意を払うべきなのかなどである。 
思うに、「憲法教育（主権者教育）」の問題は、独立した存在としての個人の

育成を重視する個人主義的な教育の立場（自立した個人の育成＝個人主義）と
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独立した個人が、自己が属する共同体の成員になっていくという共同体主義的

な教育とを如何に調和させ、それぞれを如何に保障していくかという問題、即

ち、個人主義・自由主義と共同体主義という二つの価値をどのように調和させ、

保障していくかという問題に帰着するのではないだろうか。 
 
個人主義・自由主義の立場からは、戦前の共同体形成を強調した国民教育に

対する批判や呪縛は依然根強いものがあるという認識から、国家が積極的に憲

法教育（主権者教育）に手を伸ばすことに対し懐疑的となる。 
一方、共同体主義的立場から、戦後教育は個人の自由や権利を強調し過ぎた

ため、共同体的価値が軽視される傾向があるとの認識から、戦後教育の誤った

部分を見直すという主張へつながる。また、その内容が憲法及び憲法が謳う基

本原理と結びつくと、まさに憲法における「国家観」をどのように捉えるのか

という根本問題を成す意見対立となる。 
 
しかし、米国における「Civic Education」の実態からみてとれることは、こ

のような根本的な価値の対立を回避し、如何にこれらを教育実践的な視点から

克服しようかという試みである。 
この意味において、米国における「Civic Education」の実践が我が国の憲法

教育の実践に示唆するものは多いと思われる。 
 
 
 
８．我が国における「Civic Education（憲法教育）」の再構築 
 
 
 勿論、戦前の「公民教育」の復活を目指して、「Civic Education（憲法教育）」

の再構築を主張する訳ではない。現在の学校教育において、憲法教育（主権者

教育）の視点が欠如し、またあまりにも憲法問題に関する教育を避けてきたた

めに、かえって国民が憲法問題に無関心となり、主権者不在の状況に陥ってい

ることを懸念するのであり、また、自由、平等、民主という理念の意味を誤解

し、「他人に迷惑を掛けなければ何をしてもかまわない」という自分勝手な考え

が一般社会に蔓延り、社会（家庭、学校、地域、国など）とのつながりを喪失

しつつあるのではないかと危惧するのである。 
 
自由、平等、民主という憲法及び憲法が掲げる基本理念を将来に亘り維持し、

国内だけでなく国際社会においてこれを発展させていくためには、従来の憲法
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教育（主権者教育）に対する認識を改め、これを再構築する必要がある。特に、

憲法改正議論が活発化している今日、憲法教育の再構築の議論を行うことは正

に好機であると考える。 
 
 そこで、今後具体的な「憲法教育」を再構築する場合に考慮しなければなら

ない視点について以下に述べる。 
 
（1）まず「生まれながらの国民（市民）はいない」ということを再確認するこ 

とから始まる。2003 年に米国が「The Civic Mission of Schools」で謳っ

たように、国民一人ひとりが自立するとともに、国家という共同体の担い

手として真の主権者となりうるためには、教育という手段によって、これ

を成し遂げることが重要である。我が国において今まであまり意識される

ことのなかった、この点についてその決意がまず必要である。 
 

（2）国家による「Civic Education（憲法教育）」を積極的に実施する場合には、

やはり特定の思想や価値観の押し付けにならないように、これを民主的に

担保する必要がある。既に見たように米国における「Civic Education」を

参考に、米国のテキスト「We the People」に採用されている Critical 
Thinking 手法なども考慮し、特定の思想注入を排除し、様々な価値観に

基づく議論を可能とするような授業および教材が必要である。現在の教科

書検定制度にも関係するが、ここでは民主的な議論が必要であろう。 
 
（3）また教える教師の意識改革が必要である。専門的な論点を含む憲法教育を

行うためには、教師以外の法曹界、学会などの協力を得て、専門家による

教育についても検討を要する。 
 
（4）現在法務省を中心に議論されている「法的リテラシー教育」に留まらない、

より高い視点からの法化教育が必要である。そのためには、行政機関にお

いても文部科学省、法務省などが一体となってこれに取り組む横断的な組

織運営が必要である。 
 
 
 
 
 
 



憲法改正議論と我が国の「Civic Education」 

 25

９．結語 
 
 
 戦後、我が国は焦土と化した国土を復興し、経済的に世界において重要な地

位を占める国となった。また、「日本国憲法」の下で民主化を図り、立憲主義的

自由主義を定着させる努力を行ってきた。 
 しかし、その一方で日本国憲法の下、「与えられた権利や自由」に基づき、国

家を自ら担うという主権者としての責任と自覚を意識することなく、真に主権

者たるべき努力を蔑ろにしてきたという側面も否定しえない。「親方日の丸」的

な発想や「お上の言うことに従う」ことに慣れすぎた弊害が今日随所に見受け

られるのではなかろうか。 
 憲法改正議論を契機として、我々国民が真の主権者として、自立し、自己決

定を行うことが出来るようにならなければならない。 
それは即ち、形式的には主権者と位置付けられてきたが、その実態は統治客

体であった我々国民が「由らしむるべし、知らしめるべからず」という統治客

体から脱却し、「知らしむるべし、由らしめるべからず」という名実共に統治主

体への転換を図ることを意味する。 
憲法改正議論は非常によい機会である。そのためには、真に主権者を育成す

る「Civic Education（憲法教育）」の再構築を早急に実施すべきである。 
 憲法改正の議論は５年から１０年を要する大事業であり、現在中学生がその

頃には主権者として、その可否を判断することとなる。このことを踏まえ、今

からでも再構築に向けた動きを始めるべきである。 
 

以 上 
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